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京大広報
い動きとしては，全構成員集会を設けたこと，
「総長選挙および評議会参加についての基礎物理
学研究所の立場」についての所員会議の見解を出
したことである。後者は，共同利用研と大学との
関係は相互尊重，相互不干渉の原則で考えるとの
立場から基礎物理学研究所教官は総長選挙におい
て選挙権および被選挙権をもたないのが望まし
し基礎物理学研究所より評議員が出ることは適
当でないというものである。
以上の説明に対し，全構成員集会の性格，所員
会議と協議員会の関係，任期の強制力，共同利用
事務室の役割と組織，助手，基盤グループの構成
等について質問が出された。
次回は数理解析研究所，原子炉実験所の報告が
予定されている。 （荒木不二洋会員〉
第74回（10.26) 司会玉垣良三会員
部局報告として，法学部から本月22日付で平場
教授が法学部長になられたこと，教養部および農
学部から10.21をめぐっての学生大会等の状況に
ついて報告があった。
次いで，部局における改革に関する報告が，数理
解析研究所および原子炉実験所から行なわれた。
1.数理解析研究所の報特要旨
昨年に行なわれた改革点はない。数理解析研究
所の運営の現状は次のとおりである。数理解析研
究所は日本学術会議で勧告され44年2月に完成を
みた9部門の研究所である。協議員会は最高議決
機関であり専任，併任および学内の教授より構成
される。共同利用の議決機関として，学内，学外
同数の委員よりなる運営委員会がおかれる。学外
委員は日本学術会議の数学研究連絡委員会，物理
学研究連絡委員会より推薦をうけて決められてい
る。運営委員会の下に専門委員会と計算機委員会
がおかれている。専門委員会は専任の教授，助教
民および数学研究連絡委員会，物理学研究連絡委
員会，力学研究連絡委員会，情報処理学会より推
薦された委員より構成され，研究計画の査定を行
なっている。
所内の運営には，所内教授会および研究員会議
がおかれ，後者は決議は行なわないでインフォー
メイショ γの伝達を主目的とし，協議員会の前後
の週に行なっている。
予算は個人配分はせず，使用目的に対する配分
をきめ全体で使用する。人事については，その都
度教授によりなる人事委員会を持って，協議員会
で決めている。任期制はとっていないが．助手の
場合昇任して転任する例が多く，実質的交流はあ
る。大学院については，大半の教官は数学専攻
に，少数の教官が物理学専攻にタッチしている。
共同利用は研究会，長期・短期の研究員の制度が
あり，所内操作で共同利用係をおいて事務にあた
っている。このほか，図書室は，全国的な文献セ
ンターとしての役割をも持つよう努力が払われて
いる。
2.原子炉実験所の報告要旨
他の研究所と異なる点として，原子炉等の安全
管理のため， 5名の所内の教授よりなる安全委員
会が隔週に，また所長と学内5名学外3名の委員
よりなる保健物理委員会が3か月毎に持たれてい
る。
研究所は7部門よりなり，最高議決機関として
所内7名，所外6名の教授のみで構成する協議員
会がある。また所内外それぞれ12名よりなる運営
委員会がおかれていて，所内は助教授以上の互選，
所外は原子炉利用研究者クループより選挙のうえ
半数推薦，半数は地域専門を考慮して現委員より
推薦できめられている。実験所運営に関し所内の
意志集約のため，所員会議が持たれている。構成
は，教授と助教授の全員，事務長，事務長補佐，
助手会で選ぶ助手6名，技官3名，事務系職員5
名および小委員会の委員長である。所員会議の下
に各種の委員会をおいて運営している。人事につ
いては公募制をとっている。大学院については，
現在は理，工，農の研究科に分れているが，出来
れば工学研究科の中に一本化を要望している。
昨年行なわれた改革はなかったが，動きとして
は，助手層からの要求として，所員会議に助教授
全員が加わるのでなく，助教授・助手から選ぶと
いう内規改正の提案があったが，全所投票の結果
否決され，内規改正は目的の一部変更のみに止ま
った。その他，昨年2月より原子炉実験所問題懇
談会が持たれ，所内の問題，共同利用研の問題に
ついて調査，検討が行なわれている。
以上の報告について質疑が行なわれたあと，共
同利用研と大学との関係について討論が行なわれ
た。問題となった点は，大学の附置の長所と短所，
直結研究所における問題点，評議会等大学の運営
に関する諸組織への関与の程度と全国研究者に基
礎をおく共同利用研の立場との関係等であった。
（玉垣良三会員〉
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